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2報告概要

◼ 第32回(2022.9.26)ならびに第34回(2022.12.14)の本委員会で、現在開発中の複合

約定ロジックに係る3rdプロトまでの検証結果を報告し、今後の対応方針等について確認した。

◼ プロトタイプによる検証は、全4回中、4thプロトまで完了。本日は、3rdプロトまでの残課題と

なった最適化計算の処理時間等について報告する。

項 目 今後の対応方針 報告状況

①
入札時刻優先ルールの
扱いについて

同一価値の札があった場合でも入札時刻優先ルールを複合約定ロ
ジックに適用しないことを確認

第32回

②
一次調整力オフライン枠の柔軟
な約定の実現の見通しについて

一次調整力オフライン枠における柔軟な約定の適用は、3rd,4th

プロト検証結果を踏まえ、引き続き実現性を確認 →本日ご報告
第32回
第37回

③
商品間の重複量を考慮した
ロジックの見直しについて

商品間の重複量も考慮した個別商品の適切な配置を実現するため
定式化を一部見直す

第34回

④
最適化計算の処理時間
に係る検討

4thプロトの検証と並列して対策案を検討していく 第34回

本日ご報告 第37回



©Transmission & Distribution Grid Council 
目的外利用禁止 送配電網技術・運用委員会

3目次

１．4thプロトの検証数と発生課題

２．4thプロト性能検証結果(④最適化計算の処理時間に係る検討)

2-1． 4th プロト性能検証ケースの概要

2-2． 4th プロト性能検証結果

３． 4th プロト検証結果を踏まえた追加対策の検討(④最適化計算の処理時間に係る検討)

3-1．さらなる求解向上に向けた検討

3-2．#5並列処理化

3-3．#2柔軟性を持たせたオフライン枠の約定ロジック

3-4．#7準最適解の採用

3-5．追加ハードウェアの取替え

3-6．さらなる求解向上に向けた検討結果

3-7．想定入札数

3-8．計算打ち切り時間と約定時間
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4【参考】第29回需給調整市場検証小委における報告内容(1/2)

出所）第29回需給調整市場検討小委員会（2022.6.24）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_05.pdf

◼ 複合約定ロジックは、世界に類を見ない約定ロジックであることから、プロトタイプの作成・検
証を繰り返すアジャイル的※手法を採用。

※計画→設計→実装→テストといった開発工程を、機能単位の小さいサイクルで繰り返す手法で、一般的に仕様変更に強く、プロダクトの価値を最大化するこ
とに重点を置いた開発手法
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5【参考】第29回需給調整市場検証小委における報告内容(2/2)

出所）第29回需給調整市場検討小委員会（2022.6.24）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_29_05.pdf
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6【参考】複合約定ロジックの概要(1/2)

出所）第22回需給調整市場検討小委員会（2021.3.30）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/files/jukyu_shijyo_22_02.pdf



©Transmission & Distribution Grid Council 
目的外利用禁止 送配電網技術・運用委員会

7【参考】複合約定ロジックの概要(2/2)

出所）第22回需給調整市場検討小委員会（2021.3.30）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/files/jukyu_shijyo_22_02.pdf
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8【参考】不等時性を考慮した複合約定時の必要量

出所）第14回需給調整市場検討小委員会（2019.11.5）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/files/jukyu_shijyo_14_02r.pdf
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9【参考】不等時性を考慮した複合必要量と商品別必要量の関係

出所）第25回需給調整市場検討小委員会（2021.9.17）資料3を元に作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/files/jukyu_shijyo_25_03.pdf

◼ 商品間の重複量は、商品別の必要量と合成必要量の差分から算出。イメージは下の赤
点線枠のとおり。
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10【参考】プロトタイプ検証の進め方

出所）第32回需給調整市場検討小委員会（2022.9.26）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_32_05.pdf

◼ 4thプロトでは9エリアを模擬し、より実態に近い環境下での課題の有無について、検証を
実施した。
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11【参考】プロトタイプ検証のスケジュール

◼ 第34回本委員会では、1月以降に4thプロト後に検証結果を報告する予定であった。

◼ 本日は、 4thプロトならびに計算性能面の追加検証が完了していたことから、その結果に

ついて報告させていただく。

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022.12.14）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_34_05.pdf
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12【参考】複数商品へ複合入札する場合の考え方

出所）第22回需給調整市場検討小委員会（2021.3.30）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/files/jukyu_shijyo_22_02.pdf
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13【参考】約定ロジックのイメージ

出所）第32回需給調整市場検討小委員会（2022.9.26）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_32_05.pdf

◼ 複合約定ロジックのイメージは以下のとおり。
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14【参考】①入札時刻優先ルールの扱いについて

出所）第32回需給調整市場検討小委員会（2022.9.26）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_32_05.pdf

◼ 第32回本委員会で、同一価値の札があった場合の入札時刻優先ルールについては、複
合約定ロジックに適用しないことを確認した。
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15【参考】②一次調整力オフライン枠における柔軟な約定の実現

出所）第32回需給調整市場検討小委員会（2022.9.26）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_32_05.pdf

◼ 第32回本委員会で、一次調整力オフライン枠における柔軟な約定の適用は、3rd, 4th

プロト検証結果を踏まえ、引き続き実現性を確認していくこととした。
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16【参考】 ③商品間の重複量を考慮したロジックの見直しについて

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022.12.14）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_34_05.pdf

◼ 第34回本委員会で、商品間の重複量も考慮した個別商品の適切な配置を実現するため、
約定処理に用いる複合必要量の諸元に“一次～二次①“ならびに”一次～二次②”を追加
し、定式化を一部見直すこととした。
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17目次
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18１． 4thプロトの検証数と発生課題

◼ 4thプロトでは北海道から九州まで9エリアを模擬し、より実態に近い環境下において実運用では
起こる蓋然性が低いケースも含め66ケースの検証を実施した。

◼ その結果、④最適化計算の処理時間に長時間を要するケース※1等について知見が得られた
ことから報告する。

プロト検証 状況 検証ケース数 検証からの気づき

1stプロトタイプ 検証済み 43件 2件

2ndプロトタイプ 検証済み 81件 3件

3rdプロトタイプ 検証済み 102件 2件

4thプロトタイプ 実施中 66件 2件※2

※1 「一次調整力オフライン枠の柔軟な約定の実現の見通し」を含む
※2 2件の内訳 ・④最適化計算の処理時間に長時間を要するケース(21~40スライド)

・複合札の内訳が正しく算出できないケース(41スライド)
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19【参考】 4thプロトでの検証項目の整理

◼ 4thプロトでは、第32回、第34回本委員会にて整理した「入札時刻優先の取りやめ」・

「③商品間の重複量を考慮したロジックの見直し」について適用した上で検証を実施。

# 分類 検証項目 効果予想
4thプロト
適用状況

1

制約式

入札時刻優先の取りやめ ー 適用済み

2
柔軟性を持たせた
オフライン枠の約定ロジック

中 適用済み※

3
③商品間の重複量を考慮した

ロジックの見直しについて
大 適用済み

4 システム
処理方

法

最適化計算の一部をロジック外で実施 小 未適用

5 計算処理の並列処理化 小~大 未適用

6
その他

計算開始時刻の前倒し
または、約定結果の公表の後ろ倒し

－ －

7 準最適解を採用 － －

参考スライド:P14

参考スライド:P15

参考スライド:P16

※4thプロト検証までの結果を踏まえて適用可否を判断(29スライドに適用可否の結果を記載)
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21【参考】3rdプロトで長時間を要したケース

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022.12.14）資料5をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_34_05.pdf

◼ 3rdプロト検証において、すべての札が「入札量」=「最小約定希望量」の札（以降、全量

約定札）の場合に最適解の求解不可となるケースを確認。

主な残要因

要因解消の見込み

参考スライド:P16
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222-1．4thプロト性能検証ケースの概要

◼ 4thプロトの検証では9エリアを模擬し、入札量を段階的に増やすとともに、3rdプロトで最適

化計算に影響を与える全量約定札※1についても、その比率を段階的に増やし、計算性能

面に与える影響を確認。

必要量の重なり

ケース１）高速商品＜＜低速商品 ケース２：高速商品＜低速商品

全
量
約
定
札
の
割
合

0%

10~30%

60~70%

64
(4)

128
(9)

256
(14)

512
(28)

1024
(57)

2048
(114)

4096
(228)

64
(4)

128
(9)

256
(14)

512
(28)

1024
(57)

2048
(114)

4096
(228)

64
(4)

128
(9)

256
(14)

512
(28)

1024
(57)

2048
(114)

4096
(228)

※1 全量約定札とは「入札量」=「最小約定希望量」の札
※2 必要量の重なりが狭いケース：12月9:00-12:00ブロックの必要量の試算値一例
※3 必要量の重なりが広いケース ：7月3:00-6:00ブロックの必要量の試算値一例

ケース2 重なりが広い※3
＜需要変動が小さく不等時性が発生＞

ケース1 重なりが狭い※2
＜需要変動が大きく各商品の最大必要量が同時発生＞

入札数
(一次ｵﾌﾗｲﾝ札数)

：全量約定札：入札数

入
札
数

入
札
数

入
札
数
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23【参考】必要量の重なりと処理時間

◼ 高速商品と低速商品の重なりが狭い(下図ケース１)場合、最適化計算の探索範囲も狭まり、

計算時間が比較的かからなかったと推測される。

◼ 一方、高速商品と低速商品の必要量の重なりが広い(下図ケース２)場合、最適化計算の探

索範囲が広がり、計算時間が比較的かかるものと推測される。

260 250
1390

2700

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

一次

[MW]

650 500

1700
2360

二次① 二次② 三次① 一次 二次① 二次② 三次①

必要量の
重なり必要量が

重なり 広
狭

ケース別必要量の重なりイメージ

※2 必要量の重なりが狭いケース：12月9:00-12:00ブロックの必要量の試算値一例
※3 必要量の重なりが広いケース ：7月3:00-6:00ブロックの必要量の試算値一例

ケース2 重なりが広い※3
＜需要変動が小さく不等時性が発生＞

ケース1 重なりが狭い※2
＜需要変動が大きく各商品の最大必要量が同時発生＞
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242-2．4thプロト性能検証結果

◼ 約定処理を1時間以内で終了させるには、前後の処理15分を加味し、30分以内(30秒/ 

ブロック×8ブロック×7日)に最適化計算を終了させる必要がある。

◼ 4thプロトの結果、1ブロック30秒で計算完了できる入札数は約60~200札であった。

◼ 高速商品と低速商品の必要量の重なりが広く(下図ケース2：重なりが広い)、全量約定札

の割合が大きくなるほど、1ブロック30秒で計算完了できる入札数は少なくなることを確認。

◼ 今回の検証において最もシビアなケースは、ケース２の全量約定札の割合が60～70%で

約60札となった。

ケース2 重なりが広いケース1 重なりが狭い

30 30

最小は60札

30秒との接点

性能限界

＝30秒との接点

性能限界

＝

最大は200札
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3-1．さらなる求解向上に向けた検討

3-2．#5並列処理化

3-3．#2柔軟性を持たせたオフライン枠の約定ロジック

3-4．#7準最適解の採用

3-5．追加ハードウェアの取替え

3-6．さらなる求解向上に向けた検討結果

3-7．想定入札数

3-8．計算打ち切り時間と約定時間

４．⑤複合札の内訳が正しく算出できないケース

４．まとめ
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263-1．さらなる求解向上に向けた検討

◼ 4thプロト検証の結果を踏まえ、第34回本委員会で示した下表#2,#5,#7の対策に加え、

「定式化改善」,「ハードウェアの取替え」についても、追加でその効果や実現性を検討。

◼ 「最適化計算の一部をロジック外で実施する対策」については、深掘り検討の結果、構築に

時間を要する割に効果が小さいことが分かったことから、検討対象から除外する。

# 分類 施策 効果予想 対策の検討

1

制約式

入札時刻優先の取りやめ ー 適用済み

2
柔軟性を持たせた
オフライン枠の約定ロジック

中 追加検討

3 ③商品間の重複量を考慮したロジックの見直しについて 大 適用済み

追
加

定式化の改善 小 追加検討

4 システム
処理
方法

最適化計算の一部をロジック外で実施 小 対象外

5 計算処理の並列処理化 小~大 追加検討

6

その他

計算開始時刻の前倒し
または、約定結果の公表の後ろ倒し

－ 39スライドで整理

7 準最適解を採用 － 追加検討

追
加

ハードウェアの取替え ？ 追加検討

3-2

3-3

3-4

3-5
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273-2．#5並列化処理(1/2)

◼ 並列化処理には多種多様な方法があるものの、製作工程の期間に限りがあるため、2024年度

4月からの取引に影響を与えないことを前提に方法を選定した。

◼ 4thプロトでは56ブロックの最適化計算をシリアル処理していたが、『約定日』単位に処理を分割

し、７並列で処理することに変更する。これにより、1ブロックあたりの計算時間は、30秒から

約200秒に理論上延伸できる見込み。

データ
初期化

データ
集約

約定処理
開始

土曜日 1~8ブロック

日曜日 1~8ブロック

月曜日 1~8ブロック

火曜日 1~8ブロック

水曜日 1~8ブロック

木曜日 1~8ブロック

金曜日 1~8ブロック

データ
保存

約定処理
終了

最適化エンジン 200s/B※

データ
初期化

データ
集約

約定処理
開始

土曜日 1~8ブロック

日曜日 1~8ブロック

月曜日 1~8ブロック

火曜日 1~8ブロック

水曜日 1~8ブロック

木曜日 1~8ブロック

金曜日 1~8ブロック

データ
保存

約定処理
終了

最適化エンジン 30s/B

(4thプロト検証)

シリアル処理

(対策予定)

並列処理

15分 30分 15分処理時間の目安
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283-2． #5並列化処理 (2/2)

◼ 並列化処理の検討に加えて、一部定式化の改善も図ったことで、1ブロックあたり約200秒で

計算完了できる入札数は約300~2000札となり、大幅な計算性能の改善が図れる見込み。

◼ ただし、並列化処理は製作工程により実装するため、上記の値は、『定式化の改善』に係る検討

結果の200秒値を参照した計算値となっている。具体的な並列化処理の効果は、製作・試験

工程にて改めて確認する必要がある。

ケース2 重なりが広いケース1 重なりが狭い

30

200

30

200

最小は300札

200秒との接点

性能限界

＝200秒との接点

性能限界

＝

最大は2000札
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293-3．#2柔軟性を持たせたオフライン枠の約定ロジック

◼ オフライン枠の上限を超えてもコスト最小となる場合、オフライン枠の上限を超えた約定が定式

化で実現可能であることを、2ndプロト検証にて確認したところ。

◼ 4thプロトの検証結果から、改めてオフライン枠の実現方法の変更による影響を確認した結果、

性能面に顕著な差はなかった。

◼ このため、市場の活性化ならびに社会コスト低減も踏まえ、オフライン枠の約定は上限値を超え

て約定する柔軟なロジックで実装していくことでどうか。

ケース2 重なりが広いケース1 重なりが狭い
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303-4．#7準最適解の採用

4,096札 取引中止

2,048札 取引中止 取引中止 1.0倍

1,024札 取引中止 取引中止 1.0倍

512札 取引中止 取引中止 1.002倍 1.002倍 1.0倍

256札 取引中止 取引中止 17.6倍 1.005倍 1.0倍

128札 25倍 1.006倍 1.0倍

64札 1.0倍

30s 45s 60s 120s 200s 300s 600s 1800s 3600s

ケース2 重なりが広い （全量約定札60～70%，並列化対策後）

取引中止＝初期解も定まっていない等の解

最適解にならなかった解

計算時間ごとの求解状況および最適解に対するコストの倍率 ：求解不可(取引中止)

：求解 最適解に
ならなかった解

最適解※1

◼ 計算時間を延ばすことで、入札数が増加しても最適解が算出可能であることがわかった。

◼ 最適解を得られずに計算打ち切り時間となった時点で得られている解のうち、ある一定の許

容値に入っているものを準最適解※2として採用することで、1ブロックあたりの計算時間を

200秒とした場合、約500札まで算出が可能となる。

◼ 具体的な算出可能範囲は製作・試験工程にて、改めて検証していく。

※1 最適解には許容範囲があり、計算打ち切り時間までに許容範囲に入ったものが最適解
※2 計算打ち切り時点で求めた解が一定の許容範囲に入った場合、準最適解

計算時間
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31【参考】ケース別の200秒断面のコスト倍率

◼ プロト検証中で最もシビアなシナリオ(ケース2/全量約定札60~70%)以外も計算断面ごと

の算出コストを確認した結果、200秒断面で準最適解は算出されず、1024札以上の多くの

ケースで、初期解すら求められていない取引中止となっていた。

全量約定札％ 0% 10~30% 60~70% 0% 10~30% 60~70%

4,096札

2,048札 取引中止

1,024札 1.0倍 取引中止 取引中止 取引中止 取引中止 取引中止

512札 1.0倍 1.0倍 1.0倍 1.0倍 1.002倍

256札 1.0倍

128札

64札

計算断面 200s 200s 200s 200s 200s 200s

ケース2 重なりが広いケース1 重なりが狭い

各ケースにおける200s断面のコスト倍率

最適解にならなかった解最適解

：求解不可(取引中止)

：求解 最適解に
ならなかった解
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32【参考】最適解と準最適解のイメージ

◼ 最適解には許容範囲があり、計算打ち切り時間までに許容範囲に入ったものが最適解となる。

◼ 計算打ち切り時点で求めた解が一定の許容範囲に入った場合、準最適解となる。

必要量

連系線確保可能量

INPUT 最適化計算の制約条件と解探索のイメージ

・・・ 様々な
運用の制約値

約定の数式モデルで最適な約定を探索
単価 一次の量

二次①の量

二次②の量

三次①の量

単価 オフライン枠

オフライン枠の上限量

複合商品応札データ

運用制約
満たす領域

商品約定の有無や量

最
小

約
定

量
制

約
(下

限
)

実運用の制約

B

C

初期解※1

許容範囲(10-6)※3

CYes,No分岐の
繰返しで探索

準最適解

取引中止

※1 初期解とは、整数条件等の制約を緩和して求めた解。
※2 理想解とは、計算初期の断面では自然数ではないことや運用制約を満たさないこともあり約定結果としては使えない解である場合もあるが，

探索過程の中で運用制約を満たした理想的な解となっていく解。
※3 許容範囲は諸外国の事例等を踏まえて今後検討予定。

理想解※2
A

B

最適解

許容範囲(10-3)※3
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33【参考】最適解と準最適解の許容範囲について

◼ 最適化計算の許容範囲とは、「理想解」に設定値(下図、10-6,10-3)を乗じた値。

◼ 下のグラフは、30分あたりの約定結果が1,000万円の場合の設定値と許容範囲を示したもの。

◼ 具体的な準最適解の許容範囲は製作・試験工程で改めて検証していく。

30分あたりの約定結果が1,000万円の場合の誤差イメージ

計算精度

計算時間 短長

0.1%

0.01%

0.001%

0.0001%

0.00001%

1%

10%

高 低

約
定

コ
ス

ト
比

率
%

最適解

準最適解の許容範囲
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343-5．追加ハードウェアの取替え

◼ 計算処理の向上には、ハード取り替えによるスペックの向上も有効な手段であるが、2024年

4月の取引開始まで1年程度に迫っており、ハード面の対策実施は困難な状況。

◼ また、現時点においては入札数や全量約定札の割合等の実績もないことから、現時点で判断

することは過剰な設備投資になる可能性もあるため、実績を踏まえた上でサーバ取り替え等を

含め性能向上方策を検討していくことでどうか。
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353-6．さらなる求解向上に向けた検討結果

# 分類 施策 効果予想 検討結果

1

制約式

入札時刻優先の取りやめ ー 適用済み

2 柔軟性を持たせたオフライン枠の約定ロジック 中→小 適用済み

3 ③商品間の重複量を考慮したロジックの見直しについて 大 適用済み

追
加

定式化の改善 小 適 用

4 システム
処理
方法

最適化計算の一部をロジック外で実施 小 対象外

5 計算処理の並列処理化 小~大→中 適 用

6

その他

計算開始時刻の前倒し
または、約定結果の公表の後ろ倒し

－ 39スライドで整理

7 準最適解を採用 －
並列化処理を

前提で適用

追
加

ハードウェアの取替え －
2024年度断面は

非適用

◼ 計算時間に係る追加対策とその効果について検討の結果、計算処理の並列化で大幅な

改善が図れる見込みとなった。
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363-7．想定入札数

◼ 前述のとおり、並列化対策と準最適解を採用することで、1ブロックあたり200秒で約500札
まで算出が可能となる見込み。

◼ 一方、2024年度以降の入札数は、事業者の行動によるため、現時点で正確に想定すること
は困難であるものの、現実的な想定入札数がない場合、運用開始の判断も難しいため、条件
等で一定の仮定を置いた上で想定入札数を試算した。

◼ 試算の結果、想定入札数は450札程度※6であった。このため、プロト検証での条件下では
あるものの、1ブロックあたり200秒で準最適解を得られるものと思料。

標準的なリソース供出量※2

変化速度

標準的なリソースで
必要量を充足するための

リソース数

オフライン枠のリソース数※4

一次必要量×4%

＋

×
スポット市場の

売り入札と買い入札の
平均比率※3

※1 2019年度実績から算出したエリアごとの複合必要
量を加算した最大値から各商品の必要量を参照

※2 グリッドコードで、LNG火力はその他電源、揚水式
発電はGTCCを参照し算出

※3 2022年度4月～1月実績値の平均
※4 最低入札量が1MWであるため、必要量＝想定リ

ソースとした
※5 2022年度4月～11月三次①実績値(入札数/入

札電源数)のうち札が分割されていたブロックの平均値
※6 試算値はリスクサイドに立って多めになるように算定

1リソースから入札
の分割平均比率※5

×

÷

複合必要量の
最大値

一
次

二
次
①

二
次
②

三
次
①

一
次
～

三
次
①

個別商品
必要量

約17,000MW

一次 :約22MW
二次①:約41MW
二次②:約41MW
三次①:約123MW
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373-8．計算打ち切り時間と約定時間(1/3)

◼ ただし、現時点では『全量約定札がどの程度の割合となるのか事業者の入札行動を正確に
想定するのは困難であること』、『今回想定の450札を上回る可能性があること』を鑑みると、
打ち切り時間が200秒では足りないブロックが存在した場合には約定処理を中止（＝取
引中止）してしまうことから打ち切り時間は可能な限り長めに設定しておくことが肝要。

◼ 一方、三次②や三次①の入札実績では、1日通してすべてのブロックで入札量が多いことは
ないため、複合約定においても殆どのブロックが打ち切り時間よりも早く解を求められると想定
され、仮に一部のブロックが時間を要したとしても、8ブロックの合計で30分以下となる蓋然
性が高いと考える。

三次①・三次②入札数発生頻度 三次②必要量と入札数の相関
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383-8．計算打ち切り時間と約定時間(2/3)

◼ 並列化対策により56ブロック合計で30分以内に終了する蓋然性が高い中で、リスクを踏まえ

常時、『約定結果の公開時間後ろ倒し』や『約定処理の開始時間前倒し』を行った場合、

供出事業者の週間計画策定時間や入札検討時間に毎回影響を与えることになる。

◼ 他方、計算が長時間となった際に15時で約定処理を終了させ、約定処理を中止した場合は、

広域調達が行われず、事業者の収益を阻害する虞もある。

出所）第17回需給調整市場検討小委員会（2020.6.12）資料2-3をもとに朱書き点線枠と朱書き吹き出しを追加
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/files/jukyu_shijyo_17_02_03.pdf

公開が15時より遅れた場合、翌10時の
BG計画提出に向けた作業時間が短縮
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393-8．計算打ち切り時間と約定時間(3/3)

◼ このため、約定処理の時間(14時～15時)は原則変更せずに、万一、計算結果の出力が

15時以降となったとしても、正式な約定結果として公開する等、 可能な限り約定処理を

中止しない（＝取引中止としない）打ち切り時間としたい。

◼ ブロック単位の具体的な打ち切り時間は並列化による実績時間を製作・試験工程で確認

した上で決定することとしたい。

◼ また、市場の活性化や事業者行動の変化等により、約定結果の公開が常態的に15時以降と

なるような傾向があった場合には、国や広域機関と相談の上、対応方法を検討していく。

約定処理が
最長ケースでの
公開時間※

最適化計算に
用いられる時間

１ブロック
あたりの

打ち切り時間

入札数による約定結果の差異
（30スライドの検証結果より）

512札 1,024札

15時頃 約30分 約200秒
準最適解の許容範囲の設定
次第で取引中止は回避可能

取引中止

16時頃 約90分 約600秒 最適解 最適解

※ すべてのブロックが打ち切り時間まで計算して
いた場合の公開時間。
最適解が求まれば打ち切り時間を待つことなく
次のブロックの計算に着手するため、600秒に
設定した場合でも通常は15時までに公開
できるものと思料。
なお、本公開時間は、複数の処理の積み重ね
になるため、あくまでも目安。

14時 15時

前処理
(15分)

最適化計算
(30分)

最適化計算
(30分＋60分＝90分)

前処理
(15分)

後処理
(15分)

後処理
(15分)

16時
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40【参考】三次①,三次②の全量約定札実績

◼ 全量約定札の実績比率は、三次①で平均34%、三次②で平均17%であった。

三
次
①

三
次
②

平均:約17%

平均:約34%

100% 70%

30%

100% 70% 30%

全量約定札割合
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41【参考】複合札の内訳が正しく算出できないケース

◼ 4thプロト検証において、複合札の内訳が正しく算出できないケースを確認。

◼ 本事象に確実に対応するためには、より複雑な定式化が必要になるが、その場合、2024年

度の取引開始には間に合わないことから、2024年度は開発期間中に各種パラメータをチュー

ニング※1することで対応する。

◼ この場合、域内で約定した個別商品の調達量（複合札の内訳）が個別商品の必要量より
も多くなる場合※2があるが、事業者との精算は個別商品の必要量ではなく複合約定量で行う
ため、デメリットはないと考えている。

調整力必要量

(複合札の内訳)
複合

一次 二次① 二次② 三次①

必要量 5 5 5 5 11

公開される約定結果(調達量)

(複合札の内訳)
複合

一次 二次① 二次② 三次①

約定結果 5 5 5 ８ 11

※1 最適化計算では、複数あるパラメーターの設定値によっては他のパラメータが意図したとおりに機能しなくなる(＝誤った算出結果となる)ことがあり、
開発の中で検証を繰り返しながら各種パラメータのチューニングを行っている

※2 送配電網協議会のホームページ等で公開される約定結果において、複合商品の内訳が「必要量＜調達量」となる場合があることに留意

事
業
者
と
は
複
合
約
定
量
で
精
算

一次
二次
①

二次
②

三次
①

一次

三次
①

5

10

～

一次
二次
①

二次
②

三次
① 一次

三次
①

5

～

10

必要量＜調達量
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43４．まとめ

◼ 最適化計算による処理は、並列化処理や準最適解等の対策を取ることにより、プロト検証中で
最もシビアなシナリオにおいて、1ブロックあたり200秒で約500札まで算出が可能となる見込み。

◼ 想定入札数を一定の仮定のもとで試算した結果、一次~三次①で450札程度となったが、
現時点では事業者の入札行動を正確に想定するのは困難であり、想定を上回る可能性がある
ため、最適化計算の打ち切り時間は可能な限り長めに設定しておくことが肝要。

◼ 仮に打ち切り時間を長く設定した場合でも、三次②や三次①の入札実績から1日通してすべて
のブロックで入札量が多いことはなく、複合約定においても、8ブロック合計の約定処理時間は
14~15時までで完了する蓋然性が高いため、15時までには公開できると思料。

◼ 万一、すべてのブロックにおいて打ち切り時間の上限まで掛かるような状況が発生した場合、
公開が15時を超えることになるが、15時までの公開を制約事項として約定処理を中止すること
で取引中止となることを回避すべく、15時以降となったとしても正式な約定結果として公開する
こととしたい。（仮に打切り時間を600秒とした場合は最長16時頃となる見込み）

◼ なお、オフライン枠の約定ロジックは、厳密な約定と柔軟な約定で計算性能に対する有意な
差がなかったことから、上限値を超えて約定可能な柔軟なロジックで実装していくこととしたい。
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44【参考】今後のスケジュール

◼ 並列化処理ならびに製作・試験の状況については、適宜本委員会にて報告する予定。

2022年度 2023年度 2024年度

上期 下期 上期 下期 上期

マイルストーン

製作・試験
スケジュール

9/26

1stプロト
検証

2ndプロト
検証

3rdプロト検証

データ準備
3rdプロト

検証

4thプロト検証
データ準備

本日

4thプロト
検証

12/14
製作・試験工程においても

必要により状況報告を行う予定

凡例：需給調整市場検討小委員会

3/28

結合試験

総合試験

立会・運用
試験

3月末運用開始

製作工程

※ 他所とのデータ連携等がなく試験可能な複合約定結果等の検証については、結合試験・総合試験に対して試験環境を増設し、
試験が完了した項目から順次、次の試験を実施することで対応

※ ※

3月中旬システム切替

追
加
検
証


